
避難退域時検査

5km 30km

いずも

【凡例】
：島根県候補地 ：鳥取県候補地 ：両県候補地（共同運営）

島根県

鳥取県
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・住民については、汚染拡
大防止処置を行った上で
除染が可能な機関で除染
を実施。場合によっては、
内部被ばくの検査ができ
る機関へ搬送。

・携行物品については汚染
拡大防止措置等を実施。

OIL4
超過

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

避
難
住
民

OIL4
超過

一時保管等

乗員

車両

避難先へ

40,000cpm以下 避難先へ

住民

物品

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

簡
易
除
染

住
民
検
査

OIL4
以下

簡
易
除
染 OIL4

以下

車

両

の

検

査

携行物品検査
40,000cpm超過

＜検査の流れ＞

 避難退域時検査は、島根県及び鳥取県において選定済みの検査場所候補地で
実施。

＜検査場所候補地＞



原子力災害医療

原子力災害拠点病院

原子力災害時において、汚染の有無にか
かわらず傷病者等を受け入れ、被ばくが
ある場合には適切な診療等を行う。

支
援

協
力
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高度被ばく医療支援センター
原子力災害医療・総合支援センター

原子力災害拠点病院では対応できない高
度専門的な診療を行うほか、原子力災害
拠点病院等での診療に対して専門的助言
を行う。また、原子力災害医療・総合支援
センターは原子力災害医療派遣チームの
派遣調整を行う。

原子力災害医療協力機関

原子力災害医療や立地道府県等が行う
原子力災害対策等を支援する。

5km 30km

国立大学法人広島大学

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

（C）2018ZENRIN(Z05E-第175号)

鳥取県立中央病院

鳥取大学医学部附属病院

島根県立中央病院

島根大学医学部附属病院

（凡例）

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関

：高度被ばく医療支援センター等

 原子力災害医療は、放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の体
制により実施。



１．交通誘導対策
・主要交差点等における警察職員等の交通整理により、円滑な避難誘導を実施。

２．交通広報対策
・道路管理者が管理する 「道路情報板」及び警察が管理する「交通情報板」を活用した広報
・日本道路交通情報センター（JARTIC）が行うラジオ放送、交通情報提供ｼｽﾃﾑ （AMIS）を利用
したカーナビへの情報提供による広報
・県配備の「避難誘導・交通規制用ＬＥＤ表示装置」による広報 等

３．交通規制対策
・混雑発生交差点における信号機操作、混雑エリアでの交通整理・誘導・規制等による円滑な
交通流の確保。
・信号機の滅灯等動作不能の事態が発生した場合は、自動起動式発動発電機による応急復
旧、警察官等による主要交差点等における交通規制により対応。

避難を円滑に行うための対応策

【自動起動式発動発電機付信号機】

避難経路等に設置

【ﾍﾘによる映像伝送】

道路渋滞状況を把握し、避難誘導・交通規制

【避難誘導ｲﾒｰｼﾞ】

主要交差点にて実施
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緊急時モニタリング支援
被害状況の把握
避難の援助
人員及び物資の緊急輸送
緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
人命救助のための通行不能道路の啓開作業

実動組織による支援例

現地派遣要員の輸送車両の先導
避難住民の誘導・交通規制
避難指示の伝達
避難指示区域への立ち入り制限等

避難行動要支援者の搬送の支援
傷病者の搬送
避難指示の伝達

巡視船艇による住民避難の支援
緊急時モニタリング支援
船舶等への避難指示の伝達
海上における警戒活動

 島根県、鳥取県及び関係市との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

警察組織

消防組織

海上保安庁

防衛省
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４．住民に対する防護措置
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主な関連訓練項目

PAZ・UPZ内住民等の避難等実施訓練




